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2022年（令和 4年）１月以降施行が予定される主な労働関係法令 

施行時期 施行予定の労働関係法令と主な内容 
適用企業（規模別） 

1000 人超 300 人超 100 人超 100 人以下 

2022年 1月 

（令和 4年） 

雇用保険法の改正 

・副業、兼業で就労する 65歳以上の高齢者を「高年齢マルチ被保険者」として、雇用保険に加入できるようにする 
◯ ◯ ◯ ◯ 

4月 女性活躍推進法の改正 ※中小企業にも対象拡大 

・一般事業主行動計画の策定および情報公表義務の対象を拡大、勧告違反企業の公表（常用雇用労働者 101～300人の事業主に対象を拡大） 
● ● ◯ - 

 労働施策総合推進法の改正 ※中小企業にも適用拡大 

・中小企業事業主に対するパワハラ防止のための相談体制の整備など雇用管理上の措置の義務化 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 育児・介護休業法の改正 

・育児休業を取得し易い環境の整備、労働者に対する個別の周知・意向確認の義務化 

・有期雇用労働者に対する育児・介護休業の取得要件の緩和 

◯ ◯ ◯ ◯ 

 次世代育成支援推進法関係省令の改正 

・「トライくるみん認定」の創設、「くるみん認定」、「プラチナくるみん認定」基準の見直し 
◯ ◯ ◯ ◯ 

 雇用保険料率の引上げ（※予定） 

・企 業 ； ６/1000 ⇒ ６．５/1000  ・労働者 ； ３/1000 ⇒ ３/1000 
◯ ◯ ◯ ◯ 

 厚生年金の支給開始年齢の引上げ 

・特別支給の老齢厚生年金（報酬比例部分）の支給開始年齢を 64歳に引上げ 
- - - - 

 在職老齢年金の見直し（厚生年金） 

・在職老齢年金受給者（65歳以上）の年金額を毎年定時に改定する 

・60～64歳の特別支給の在職老齢年金について、支給停止基準額の引上げ（賃金と年金の合計額の基準を現行 28万円⇒47万円に引上げ） 

- - - - 

 年金受給開始時期の選択肢の拡大（厚生年金、国民年金） 

・現在 60～70歳である受給開始時期の選択肢を、60～75歳の間に拡大する 
- - - - 

5月 確定拠出年金法 

・企業型確定拠出年金の加入可能年齢を拡大。厚生年金被保険者（70歳未満）であれば加入可能とする 
◯ ◯ ◯ ◯ 

6月 公益通報者保護法 

・公益通報対応業務従事者の選定、内部通報に適切に対応するための必要な体制の整備等を事業主に義務付け ※300人以下の企業は努力義務 

・内部調査等の従事者に対し、通報者を特定させる情報の守秘を義務付け 

・保護される人について、現行では労働者（派遣労働者を含む）のみであったところ、退職後 1年以内の退職者、役員（原則として調査是正の取組を前置）を追加する 

◯ ◯ 

 

△ △ 

 

 

 

個人情報保護法 

・利用停止・消去等の請求権について、不正取得等の一部の法違反の場合に加えて、個人の権利または正当な利益が害されるおそれがある場合にも要件を緩和する 

・個人データの授受に関する第三者提供記録について、本人からの開示請求を可能とする 

・オプトアウト規定により第三者に提供できる個人データの範囲を限定し、①不正取得された個人データ、②オプトアウト規定により提供された個人データを対象外とする 

 

◯ ◯ ◯ ◯ 

※中小企業に適用拡大 

※一部努力義

務 

（凡例）◯：新たに適用、●適用済、△一部適用 
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2022年 10月 

（令和 4年） 

育児・介護休業法の改正 

・「出生時育児休業」制度の新設（出生後 8週間以内に合計 28日間まで取得することができる） 

・育児休業の分割取得（「出生時育児休業」以外に、分割して 2回まで取得可能とする） 

◯ ◯ ◯ ◯ 

 労働者協同組合法の施行 

・組合員が出資し、自らが事業に従事することを基本原則とし、地域に貢献し、地域の課題を解決するための非営利法人を簡便に設立できる 
- - - - 

 雇用保険料率の引上げ（※予定） 

・企 業 ； ６．５/1000 ⇒ ８．５/1000  ・労働者 ； ３/1000 ⇒ ５/1000 
◯ ◯ ◯ ◯ 

 被用者保険（年金・健康保険）の適用対象の拡大 

・短時間労働者を適用対象とすべき事業所の企業規模の見直し （現行 500人超⇒100人超） 

・5人以上の個人事業所の適用業種に、弁護士・税理士等の事業所を追加 

● ◯ ◯ △ 

12月 事務所衛生基準規則の改正 

・事務所の作業面の照度基準の見直し   一般的な事務作業 ； 300ルクス以上   付随的な事務作業 ； 150ルクス以上 

 ※精密な作業を行う時は、作業に応じてより高い照度を事業場で定める 

◯ ◯ ◯ ◯ 

2023年 4月 

（令和 5年） 

労働基準法の改正 ※中小企業にも対象拡大 

・中小企業における月 60時間超の時間外割増率の引上げ（50％以上） 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 育児・介護休業法の改正  ※常用雇用 1,000人超の事業主を対象 

・「育児休業等の取得状況」の開示を義務付け 
◯ - - - 

2024年 4月 

（令和 6年） 

労働基準法の改正 

・適用猶予、除外事業・業務に対する時間外労働の上限規制 

① 自動車運転の業務 年 960時間を上限に規制。将来的には一般則を適用 

② 建設事業 一般則（月 100時間未満・複数月平均 80時間・年 720時間）を適用（災害時の復旧・復興の事業は適用しない。将来的には一般則を適用） 

③ 医 師 時間外労働の上限規制を適用（具体的な上限時間等は省令で定める） 

※新技術・新商品の研究開発業務については、従来通り、医師の面接指導・代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、時間外労働の上限規制は適用しない 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

10月 被用者保険（年金・健康保険）の適用拡大 

・短時間労働者を適用対象とすべき事業所の企業規模の見直し （100人超⇒50人超） 
● ● ● △ 

2025年 4月 

（令和 7年） 

雇用保険法の改正 

・高年齢者雇用継続給付金の支給率を、現行 15％（60歳時点からの賃金低下率 61％以下）から 10％（同 64％以下）に引き下げる。これに基づき、賃金額が逓増する分に合わせて提言する

支給率を新たに定める 

- - - - 

 厚生年金の支給開始年齢の引上げ 

・特別支給の老齢厚生年金（報酬比例部分）の支給開始年齢を 65歳に引き上げ完了 
- - - - 

本資料は 2022年 1月現在の情報を基に作成しております。 

お問い合わせ先：愛知県経営者協会 ℡052-221-1931 mail; info@aikeikyo.com 

               URL: https://www.aikeikyo.com/ 

※中小企業に適用拡大 

※適用猶予、除外事業・業務 
への上限規制 

mailto:info@aikeikyo.com
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